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要約 : 経済のグロバル化ボダレス化の進展に伴い企業活動の国際化が進んでおり 各国の会社法を中
心とした法制度の理解が求められている しかしながら アジア地域の国については 一部の国を除いて会
社法ないし会社制度に関する十分な研究がなされていない 本稿では これまで十分な研究がなされていな
いフィリピンにおける会社法と改正証券法を取り上げ その基本構造及びそれらに基づく SEC規制上の株
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コ メ ル シ オ
, Code of Commerce of Spain をそ
のままフィリピンに拡張適用した時に始まる2 このスペ




ソ シ エ ダ  ド
anónima
ア ノ ニ マ
+*とよばれるものであり 会社構成員 社員 の
責任は資本への出資額に限られていた++ また sociedad
*東京農業大学国際食料情報学部生物企業情報学科
Jour. Agri. Sci., Tokyo Univ. of Agric., .1 (-), +0.+1. (,**,)
東京農大農学集報 .1 - +0.+1. ,**,
anónimaの運営は設立定款または通常定款に記されてい
る方法に基づき 株主によって選任された経営者によりお
こなわれ この経営者は sociedad anónimaの代理人の資
















カに代わった この時 フィリピン委員会 The Philip-
pine Commission は スペイン法に代わり 英米法に立
脚した法制度を早期に導入することを考えた+/ そこで
アメリカ議会 The Congress of the United States は
+3*,年 1月 +日にフィリピンの法制定権力 law making
power をコントロルすることを企図した規定を盛り込
んだフィリピン法案 The Philippine Bill を承認した+0
そして フィリピン委員会は アメリカ議会により承
認制定されたこれら規定の下で フィリピン The Phil-
ippine Islands において英米法を基礎にした会社制度を
規定する一般法 general law の制定に着手したので
あった+1 その結果 +3*0年 -月 +日に The Corporation
Law of the Philippines Act +./3 of the Philippine






あった+3 なお この法律は その後 現行法である The
Corporation Code of the Philippinesが +32*年に成立す
るまで 1.年間にわたり効力を有した
+32*年 -月 +日に効力を生じた新法が現在のフィリピ
ン会社法 The Corporation Code of the Philippines








forms of business organizaition, business forms は
大きく分けると個人企業 sole proprietorship パト
ナシップ partnership 会社 corporation の三形態
に分けることができる,,







典 New Civil Code ; Act No. -20 August -*, +3/* の第
.編パトナシップの部分の第 +101条から第 +201条に
規定されている パトナシップは 構成員間の契約に
よって成立するものである New Civil Code (NCC). Art
+101 が フィリピン法では パトナシップには法人






シップ limited partnership の ,種類に大別される,/
ジェネラルパトナシップの構成員はジェネラル














offene Handelsgesellschaft 商法第 0,条第 +./条
に リミテッドパトナシップは合資会社Kom-
manditgesellschaft 商法第 +.0条第 +0.条 に相当す
る わが国の合名会社 合資会社については 商法の会社
編において商法上の会社として規定されている 商法第 /-
条 が それらの内部関係については民法の組合に関する




カの統一パトナシップ法 The Uniform Partnership
Act と統一リミテッドパトナシップ法 The Uni-
form Limited Partnership Act にその基礎をおいてい
る,1 現在の新民法によるパトナシップ規制以前にお
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いては 民事上のパトナシップ civil partnership
と商事上のパトナシップ commercial partnership
は違った規制を受けており 民事上のパトナシップは
民法 Civil Code で 商事上のパトナシップは商法




会社は すでにみたようにフィリピン会社法 The Cor-
poration Code of the Philippines Batas Pambansa Blg.
02 によって規制がなされている フィリピンでは 会社
corporation は大きく株式会社 stock corporation と












自体の目的のために使用される sec. 21 したがって 非
株式会社は 慈善事業 宗教事業 教育事業などに用いら
れる事業体である sec. 22 また フィリピン会社法には
特別法人 Special Corporation に関する規定もあり 学







or series of shares を発行することができる sec. 0 し
かし フィリピン会社法による規定によらなければ優先株
preferred shares と償還株 redeemable shares を除
いて投票権 voting rights のない株式を発行することは
できない sec. 0 これは株主権の制限になるので当然の
ことである 優先株の発行に際しては 取締役会において
その条件を定めることができるが その条件は SECの許
可を得て初めて効力を有する sec. 1 また 定款の定め
により額面株式 par value 無額面株式 no par value
を発行することができる sec. 0 但し 銀行 banks
信託会社 trust companies 保険会社 insurance com-
panies 公共事業体 public utilities 建設とロンの
会社 building and loan association については無額面
株式を発行してはいけない sec. 0 無額面株式の +株あ
たりの価値は /ペソ以上でなくてはいけない sec. 1 な
お フィリピンでは 近時わが国で導入された金庫株




次に 取締役 directors について簡単に見ておくと
フィリピンでは 取締役は少なくとも +株以上の株式を所
有していなくてはならず また過半数の取締役はフィリピ
ン在住 residents of the Philippines のものでなければ
ならない sec. ,-取締役は株主の投票により選任される
が その投票権は株式数に応じて与えられる sec. ,. い
わゆる株主平等の原則が認められているのである 取締役
の選任後 取締役は社長 president 会計役検査役
treasurer-* 秘書役 secretary-+ その他の役員 of-
ficer を選任しなければならない 社長は取締役の中から
選任されなくてはならず 会計役検査役は取締役でなく
てもよい また 秘書役はフィリピン在住で市民権 a res-
ident and citizen of the Philippines を有してなくては
ならない sec. ,/ なお フィリピン会社法ではいわゆる
経営委員会 executive committee 制度が法定されてお
り -名以上の取締役によって構成され 業務執行を行う
sec. -/ また 会社の機関には取締役会と株主総会があ
り株主総会にはそれぞれ定時総会 regular meetingと
臨時 特別 総会 special meeting がある sec. .3, /*
フィリピンでは一般の株式会社の他に閉鎖会社 close
corporation が制度化されているが これはわが国の有
限会社 Gesellscha¨ft mit bescherankter Haftung, pri-
vate limited company に相当するものである 閉鎖会社
の特色を要約すれば 株主は ,*名以内で 株式の第
三者への譲渡は設立定款だけでなく業務規則や株式証明書
においても禁止されており 株式の証券取引所への上場
はできない sec. 30 そして 鉱山会社と石油会社 証券
取引所 保険会社 公共事業体 教育機関などは閉鎖会社





第 +編 総則 一般規定 General Provision
第 ,編 私法人の設立と組織
Incorporation and Organization of Private
Corporation
第 -編 取締役会 理事会 役員会
Board of Directors/Trustees/O$cers
第 .編 会社の能力 Power of Corporations
第 /編 業務規則 By-Laws
第 0編 会議Meetings
第 1編 株式と株主 Stocks and Stockholders
第 2編 会社の帳簿と記録










Distribution of Assets in Non-Stock
Corporations
第+,編 閉鎖会社 Close Corporations
第+-編 特別会社 Special Corporations
第 +章 学校法人
Educational Corporations
第 ,章 宗教法人 Religious Corporations
第+.編 解散 Dissolution




第 ,編 会社 Companies
第 +章 総則 General Provisions
第 ,章 合名会社 partnership
offene Handelsgesellschaft
第 +節 設立 Incorporation
第 ,節 会社の内部の関係
Internal Relations of the Company
第 -節 会社の外部の関係
External Relations of the Company
第 .節 社員の退社
Termination of Partnership
第 /節 解散 Dissolution
第 0節 清算 Liquidation
第 -章 合資会社 Limited Partnership
Kommanditgesellschaft
第 .章 株式会社 Stock Company
Aktiengesellschaft
第 +節 設立 Incorporation
第 ,節 株式 Shares
第 -節 会社の機関 Organs of Company
第 -節の , 新株発行
Issuance of New Shares
第 -節の - 取締役又は使用人に対する新株の
引き受け権の付与
General Right to Subscribe for




第 /節 社債 Debentures
第 0節 定款の変更
Alteration of Articles of Incorpora-
tion
第 0節の , 完全親会社
Parent Company
第 0節の - 会社の分割
Division of Company




第 2節 解散 Dissolution
第 3節 清算 Liquidation
第 /章 削除 Deleted
第 0章 外国会社 Foreign Companies
第 1章 罰則 Penal Provision
フィリピン会社法の構成上の特色は すでに若干ふれた
ように営利的な私法人のみを規制するのではなく 非株式
会社 non-stock corporation や特別会社 special cor-
poration のような非営利的な法人 non-profit corpora-
tion も規制している このような傾向はアメリカでも一
般的にみられ 例えばデラウエア州会社法 General Cor-
poration Law of the State of Delaware は その名が示
しているように正確には法人一般を規制する法律であり
フィリピン法と同じように非株式会社 non-stock corpo-
rationや非営利法人 non-profit corporation について
規制している-,またカリフォルニア会社法 California
General Corporation Law も同様に非営利法人や特定目












わが国の有限会社 Gesellschaft mit beschera¨nkter Haf-
tung, private limited company に相当する閉鎖会社
close corporation については フィリピンでは株式会
社と同じくフィリピン会社法の中で規制されているが わ
が国ではドイツ法をモデルにしており 有限会社法
Gesetz betre#end Gesellschaft mit bescherankter Haf-
tung, Private Limited Company Law of Japan ; Law
No. 1., April /, +3-2 の中で規制されている もっともア
メリカでは パトナシップについては統一州法化が進
んでおり 先に見た統一パトナシップ法 The Uni-
form Partnership Act と統一リミテッドパトナ
シップ法 The Uniform Limited Partnership Act に
よって規制している州が多い-. また 同じ英米法系のイ

















る-1 なお 発起人は全員がそれぞれ +株以上の株式の株











mum authorized capital stock の定めはない sec. +,
が 第 +-条の規定により実質的な最低資本金が定められ
ている すなわち 設立に際して授権資本 authorized
capital の ,/以上の株式が発行され かつその引き受
けがなされねばならず さらに引受額のうち ,/以上が
払い込まれており かつ払込資本額 paid in capital は
/,***ペソ以上でなければならない sec. +- わが国の場
合 株式会社では +,***万円の最低資本金額が法定されて
おり 商法第 +02条ノ . また授権資本制度がとられてい
るものの引き受け分の株金の支払いは全額払い込みが原則





て証券取引委員会 The Securities and Exchange Com-
mission ; SEC に届け出なければならない その場合に
株式引受人 subscribers により選任された会計検査人









 会社の存続期間 但し /*年を超えてはいけない
 設立発起人の名前 国籍 住所
 取締役の数 /人以上 +/人以下でなければならない
 取締役の名前 国籍 住所
 株式会社の場合 授権資本の総額 発行株式の数
額面株式か無額面株式かの別 株式引受人の名前
国籍 住所 引き受け株式数と払込額












/,***ペソ +,,/**円 とされており 比較的少額の出資で
株式会社が設立できる しかし このことは逆に見ると資
本規模の脆弱な株式会社が叢生する可能性をはらんでい
る その結果は いわゆる過小資本問題を惹起し 投資家
株主 や債権者に不足の損害を与える可能性を内包して
いる














2編会社の帳簿と記録 corporate books and records に
おいて定められている 同編は 企業取引の記録 a






いしても財務諸表閲覧の書面による要求 receipt of a
written request があった日の +*日以内に 最新の財務
諸表を提示しなければならない旨 定めている 財務諸表
の内容は 最終課税年度 taxable year の貸借対照表
と課税年度中の損益計算書である そしてこれらの財務諸
木原168
表は 会社と独立した公認会計士 an independent certi-
ﬁed public accountant による監査証明 certification
とサインが付されなければならない ただし 払込資本金
額が /*,***ペソ以下の会社については公認会計士の監査
にかわり 会社の会計役検査役 treasurer または責任
ある役員 responsible officerの宣誓 oathのもとでの













The Federal Securities Act of +3-- 連邦証券取引所法
The Federal Securities Exchanges Act of +3-. および
ハバド大学法律学教授ロス Loss, Louis により起草
された連邦証券規則 The Proposed Federal Securities
Code を参考にして立法化された +32,年の改正証券法
The Revised Securities Act of +32, である., なお
改正証券法のもととなった法律は +3-0年に同じくアメリ
カ連邦証券法とアメリカ連邦証券取引法を基礎にして立法
化された旧証券法 old Securities Act である.- 改正証
券法は 基本的に証券の取引等に関する規則および会社法
とともに証券取引委員会 SEC : Securities and Ex-
change Commissionの権限を定めており計算書類の公
開に関しては SEC規則 Rules of the SEC のなかに定
められている













bank and banking institutions公益事業体 public
utility corporations 保険会社 insurance compa-
nies 休眠会社 corporations which have ceased to






会 Accounting Standards Council of the Philippines
の財務会計基準書 Compilation of Statements of Finan-










において計算書類を公開している ここでは 実際に SEC
で入手した GOURMET FARMS, INC. 以下 G社と略
す の計算書類公開内容について報告する/*
G社は株式会社で SECの認証済みの会社内容証明書
GIS : general information sheet によると 主たる業務
は農産物の販売 sell all kinds of agricultural products
で 農産物の生産は副次的な業務である また 資本金額
は 授権資本額 +*,***,***ペソ 約 ,,/**万円 で +株の
額面金額は +**ペソ発行可能株式数は +**,***株である
株主数は /名であり 引受株式数 shares subscribed は
実質的なオナであるエスカラ Escaler, Ernest L.
氏が ,.,3/*株 ,,.3/,***ペソ 約 0,*万円 で 残りの .
名はそれぞれ +*株 +,***ペソであるさらにそのうち
払い込み金額は エスカラ氏が 0,-,1/*ペソ 約 +//万












の構成をみてみる まず 貸借対照表についてみると 資
産 asset の部は 流動資産 current assets 土地建
物および設備 property and equipment その他の資産
other assetに分かれる流動資産の中身は現金および
現金等価物 cash and cash equivalents 売掛金 ac-
counts receivable 前払金およびその他の債権 ad-
vances and other receivables卸資産 商品半製品




究開発費用 research and development costs 雑資産
miscellaneous assets 建設仮勘定 construction in
progress となっている 次に 負債および資本 liabili-
ties and stockholders’ equity の部のうち 負債の部は
流動負債 current liabilities 固定負債 long term
liabilities 役員株主からの前受金 advances from
o$cers and stockholders 関係会社からの前受金 ad-
vances from a$liated companiesに分かれるこのうち
流動負債の中身は 短期 借入金 loans payable 買掛
金 accounts payable 未払費用およびその他の負債
accrued expenses and other liabilities となっており
固定負債の中身は 長期借入金 loans payableとなっ
ている そして 資本の部の中身は資本金 stockholders’
equity 欠損金 deficit 不動産再評価剰余金 revalu-
ation increment in real estate property となっている
次に損益計算書についてみると売上 sales売上原
価 cost of sales 売上総利益 gross profit 営業費用
operating expenses のほか G社の場合は欠損を生じ
ており/+ 営業純損失 net loss from operations 営業
外収益 other income 当期純損失 net loss for year
前期繰越損失 期首欠損額 deﬁcit, beginning of year
当期未処理損失 期末欠損額 deﬁcit, end of year で構
成されている このうち 営業費用は 管理手数料 man-
agement fees 給料賃金 salaries and wages 貸倒




会社 商特第 -章 にあっては貸借対照表の要旨のみ公告






















































































きており とりわけラマ Rama 二世により +2*/年に
編纂された三印法 Laws of the Three Seals は有名であ














0 このような問題意識は EC条約における EU EC 域内に
おける統一法制定への方向に具体的に現れている 例えば
EC条約 Treaty Establishing the European Communi-
ty の第 +**条は域内共通市場へ向けた各国間における法
の接近ないし調和の必要性を示唆している GALE (+331) p.
.+, CAIRNS (+331) p. .1またわが国の田中耕太郎博士は
周知のように いわゆる株式会社法の国際的統一の必要性




2 HILBERO (+33+) p. +, NOLLEDO (+33-) pp. +.++.,.
3 スペインでは +2,3年にフランス商法典 Code de Com-
merce をもとに立法化された これが改正されたのが
+22/年商法である なお +2,3年商法もそれが施行された
+2-+年 +月 +日の翌年 +2-,年に植民地であったキュバ
プエルトリコ フィリピンにおいて施行されたという記







商事会社 の第 .節 株式会社 および第 /節 株式 の






++ NOLLEDO (+33-) pp. +.++.,.
+, NOLLEDO (+33-) pp. +.++.,.
+- 黒田 +331 -+-,頁
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Summary : We have to understand corporation law and the corporate system in foreign countries,
because business is increasingly international with the promotion of the globalization of economy and
the border-less economy. However, studies of corporation law or the corporate system in Asian
countries are not adequate, with the exception of a few countries (eg. China and Korea). In this study
the author has taken up the Corporation Code of the Philippines and the Revised Securities Act not
adequately studied in Japan, and has described the basic structure of the laws and the publicity
system of accounts in the Philippines. As a result, it became clear that the Philippines Law is more
e#ective than the Japanese Law relating to the publicity of accounts for small corporations. Especial-
ly, study of the publicity system of accounts in the SEC that is provided by the Philippines Law is
very signiﬁcant for rethinking the publicity system of accounts for small corporations that is
provided by Japanese Commercial Law.
Key Words : Corporation Code of the Philippines, publicity of accounts, Revised Securities Act
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